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企業間取引データ
・自治体向け限定メニューとして提供
・個別企業名で企業間の取引情報と取引高推計値を把握したデータ
・業種、売上高、利益率、立地などの個別の企業情報とともに採録
・各地域に立地する企業のお金の流れが分かる
・株式会社帝国データバンクの信用調査情報から作成

財/サービス

金銭A社 B社
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企業間取引データ
・自治体向け限定メニューとして提供
・個別企業名で企業間の取引情報と取引高推計値を把握したデータ
・業種、売上高、利益率、立地などの個別の企業情報とともに採録
・各地域に立地する企業のお金の流れが分かる
・株式会社帝国データバンクの信用調査情報から作成

株式会社帝国データバンク顧客サービス統括部先端データ分析サービス課(2016)「企業ビッグデータを活用した商流分析」
https://www.boj.or.jp/announcements/release_2016/data/rel160609b3.pdf
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信用調査に基づく情報
・金融機関による融資判断の材料として収集された情報
・正確性と（一定の範囲での）網羅性

信用調査会社

企業

金融機関

情報の収集

情報の購入

融資適格判断
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取引先のリストアップ
注目する企業の取引先について網羅的に把握

X株式会社（岡山県△△市・繊維工業）の取引先
仕入先10社 販売先5社
社名 地域 構成比 社名 地域 構成比
A社 岡山県○○市 40.7% a社 東京都○○区 32.6%
B社 東京都○○区 21.6% b社 岡山県○○市 22.0%
C社 岡山県○○市 10.2% c社 愛媛県○○市 19.1%
D社 広島県○○町 7.9% d社 愛知県○○市 18.4%
E社 大阪府○○市 5.5% e社 大阪府○○市 7.9%
F社 東京都○○区 4.8%
G社 香川県○○市 3.2%
H社 岡山県○○村 2.9%
I社 島根県○○市 2.4%
J社 北海道○○市 0.8%

※イメージ 実在の企業を示しているわけではない
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地理的分布の可視化
取引先の分布を視覚的に把握

※イメージ 図に示しているのは人口移動の花火図
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地域経済への貢献の大きさ
取引特性と企業情報を組み合わせたフローチャートによる理解

X株式会社（岡山県△△市・繊維工業）の取引先
仕入先10社 販売先5社
社名 地域 構成比 社名 地域 構成比
A社 岡山県○○市 40.7% a社 東京都○○区 32.6%
B社 東京都○○区 21.6% b社 岡山県○○市 22.0%
C社 岡山県○○市 10.2% c社 愛媛県○○市 19.1%
D社 広島県○○町 7.9% d社 愛知県○○市 18.4%
E社 大阪府○○市 5.5% e社 大阪府○○市 7.9%
F社 東京都○○区 4.8%
G社 香川県○○市 3.2%
H社 岡山県○○村 2.9%
I社 島根県○○市 2.4%
J社 北海道○○市 0.8%

※イメージ 実在の企業を示しているわけではない

コネクター度

ハブ度

売上高

従業員数

当期純利益

利益貢献度 雇用貢献度
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コネクター・ハブ
他地域から資金を流入させる：コネクター
自地域内に資金を流す：ハブ

中小企業庁『2014年版中小企業白書』
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従来手法
産業連関表による取引関係の把握→容易ではない

平成27年岡山県産業連関表（187部門分類）
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個別企業による把握のメリット
・個別企業の把握
・柔軟な分析単位（産業・地域）
・（比較的）スピーディに、毎年更新
・作成コストが（この目的のためには）かからない
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企業間取引データの制約
●データの特質によるもの
・本社立地による把握（一部事業所立地との紐づけも行われているが）
●データの範囲の問題
・小規模企業/個人事業主（信用調査の対象外のもの）に漏れ
・対消費者、対海外を把握せず
●権利上の問題
・自由に公開できない
→他のソースと相互に補完した活用が求められる
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分析例
地域間の取引関係を可視化

福田崚・城所哲夫・瀬田史彦(2017)「企業間ネットワークに基づく経済
圏域間の結合関係」『経済地理学年報』63巻3号 p. 201-216
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分析例
新しい取引関係を結んでいる企業の地域別構成比

福田崚(2021)「地方圏の都市におけるイノベーションと都市内
立地の現状」『日本建築学会計画系論文集』 86(787), 
pp.2304-2313
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分析例
都市中心からの距離と取引の特徴との関係

福田崚・城所哲夫・佐藤遼「企業間取引ネットワークに基づく都市圏構造の特性」『都市計画論文集』50(3), pp.560-567
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政策立案における活用
地域未来牽引企業の選定→被選定企業に種々のサポート

経済産業省ウェブサイト https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiiki_kenin_kigyou/index.html
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政策立案における活用
地域未来牽引企業の例

中村留精密工業ウェブサイト https://www.nakamura-tome.co.jp/

中村留精密工業（石川県白山市）
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政策立案における活用
地域未来牽引企業の例：コネクター・ハブとして機能

中小企業庁『2014年版中小企業白書』
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活用の方向性
・実地で構築した仮説の検証
・地域経済への貢献が大きい企業の発掘
・潜在的な誘致可能企業の把握
・負の影響評価（工場の撤退）
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